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海外労働事情

　

オ
ズ
ボ
ー
ン
財
務
相
は
一
〇
月
二
〇
日
、

二
〇
一
一
―
一
四
年
度
の
歳
出
計
画

（S
pending R

eview

）
を
発
表
し
た
。
財

政
健
全
化
に
向
け
て
、
給
付
制
度
の
引
き
締

め
や
公
共
部
門
の
予
算
削
減
な
ど
で
二
〇
一

四
年
度
ま
で
に
年
間
八
一
〇
億
ポ
ン
ド
の
歳

出
削
減
を
目
指
す
。
公
共
部
門
で
は
四
九
万

人
の
人
員
削
減
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
労
働

組
合
が
対
決
姿
勢
を
強
め
て
い
る
ほ
か
、
野

党
な
ど
か
ら
は
、
景
気
回
復
を
阻
害
す
る
と

の
懸
念
や
低
所
得
層
に
よ
り
高
い
負
担
を
強

い
る
と
い
っ
た
批
判
が
出
て
い
る
。

給
付
制
度
改
革
、
年
金
支
給
開
始

年
齢
引
き
上
げ
な
ど
が
主
眼

　

歳
出
計
画
の
公
表
に
先
立
っ
て
注
目
を
集

め
て
い
た
の
は
、
給
付
制
度
予
算
の
削
減
内

容
だ
。
財
務
省
が
六
月
に
発
表
し
た
二
〇
一

〇
年
度
予
算
案（
１
）で
は
、
制
度
改
革
に
よ

り
二
〇
一
四
年
度
ま
で
に
年
間
一
一
〇
億
ポ

ン
ド
を
削
減
す
る
方
針
が
示
さ
れ
て
い
た
が
、

今
回
の
歳
出
計
画
で
は
さ
ら
に
七
〇
億
ポ
ン

ド
を
追
加
、
合
計
で
一
八
〇
億
ポ
ン
ド
の
削

減
を
達
成
す
る
と
の
目
標
を
掲
げ
た
。
就
労

困
難
層
向
け
の
給
付
制
度
で
あ
る
雇
用
・
生

活
補
助
手
当
の
一
部
受
給
者
に
対
す
る
支
給

期
間
上
限
（
一
年
間
）
の
設
定
や
、
高
所
得

税
率
の
適
用
者（
２
）に
対
す
る
児
童
給
付
の

支
給
停
止
、
税
額
控
除
制
度
の
支
給
要
件
や

内
容
の
見
直
し
な
ど
が
主
な
内
容
と
な
っ
て

い
る
（
表
参
照
）。

　

加
え
て
、
公
的
年
金
の
支
給
開
始
年
齢
の

引
き
上
げ
を
予
定
よ
り
六
年
早
い
一
八
年
か

ら
開
始
、
二
二
年
に
は
男
女
と
も
六
六
歳
に

引
き
上
げ
る
と
の
方
針
が
示
さ
れ
て
い
る
。

五
一
〇
万
人
に
影
響
が
出
る
と
み
ら
れ
、
二

〇
一
五
年
か
ら
二
〇
二
五
年
ま
で
で
三
〇
〇

億
ポ
ン
ド
の
歳
出
削
減
に
つ
な
が
る
見
込
み

だ
。
ま
た
、
財
政
負
担
が
大
き
い
公
共
部
門

労
働
者
向
け
の
年
金
制
度
に
つ
い
て
も
、
拠

出
額
の
引
き
上
げ
な
ど
が
検
討
さ
れ
て
い
る

（
政
府
は
、
二
〇
一
二
年
か
ら
の
平
均
三
％

の
引
き
上
げ
で
一
四
年
度
ま
で
に
一
八
億
ポ

ン
ド
の
歳
出
削
減
が
可
能
と
試
算
し
て
い

る
）（
３
）。
こ
の
ほ
か
、
求
職
者
手
当
や
住
宅

給
付
な
ど
複
数
の
給
付
制
度
を
統
合
し
た
ユ

ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
（
本
誌
一
〇
月

号
の
記
事
参
照
）
の
導
入
が
決
ま
っ
て
お
り
、

今
後
一
〇
年
間
で
既
存
の
制
度
か
ら
の
移
行

が
進
め
ら
れ
る
。
導
入
経
費
と
し
て
、
四
年

間
で
二
〇
億
ポ
ン
ド
が
充
て
ら
れ
る
。

　

一
方
、
各
省
庁
の
予
算（
４
）に
つ
い
て
も
、

途
上
国
向
け
援
助
と
公
的
医
療
サ
ー
ビ
ス

（
Ｎ
Ｈ
Ｓ
）
以
外
の
広
範
な
分
野
が
削
減
対

象
と
な
っ
て
い
る
。
省
庁
平
均
で
は
、
二
〇

一
四
年
度
ま
で
に
年
間
歳
出
額
の
一
九
％
が

削
減
さ
れ
、
多
く
の
省
庁
で
は
削
減
幅
が
二

五
％
前
後
に
達
す
る
。
全
般
的
な
業
務
経
費

の
節
約
の
ほ
か
、
継
続
教
育
予
算
（
読
み
書

き
計
算
な
ど
の
基
礎
的
教
育
は
継
続
、
二

五
％
削
減
）、
高
等
教
育
予
算
（
大
学
へ
の

補
助
金
削
減
や
授
業
料
自
由
化
な
ど
、
四

〇
％
削
減
）、
社
会
的
住
宅
の
建
設
予
算
の

削
減（
５
）な
ど
が
含
ま
れ
る
。
ま
た
、
前
政

権
に
よ
る
企
業
向
け
の
在
職
者
訓
練
の
助
成

制
度
（T

rain to G
ain

）
を
廃
止
す
る
一

方
で
、
成
人
向
け
ア
プ
レ
ン
テ
ィ
ス
シ
ッ
プ

（
企
業
に
お
け
る
見
習
い
訓
練
）
の
拡
充
に

年
間
二
億
五
〇
〇
〇
万
ポ
ン
ド
を
投
入
し
、

一
四
年
度
ま
で
に
七
万
五
〇
〇
〇
人
分
の
受

け
入
れ
先
を
追
加
す
る
と
の
目
標
が
併
せ
て

示
さ
れ
て
い
る
。

　

財
務
省
は
一
連
の
歳
出
削
減
策
に
伴
い
、

公
共
部
門
労
働
者
の
約
八
％
に
あ
た
る
四
九

万
人
の
人
員
削
減
を
想
定
し
て
お
り（
６
）、

多
く
は
自
然
減
に
よ
る
も
の
だ
が
一
部
は
解

雇
も
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
、
と
説
明
し
て
い

る
。
具
体
的
な
計
画
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い

が
、
例
え
ば
、
交
付
金
の
二
六
％
が
削
減
さ

れ
る
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
地
方
自
治
体
は
、
一

〇
万
人
規
模
の
人
員
削
減
を
予
測
し
て
い
る
。

よ
り
具
体
的
な
影
響
は
、
各
自
治
体
へ
の
予

算
配
分
と
こ
れ
に
基
づ
く
施
策
の
公
表
を

待
っ
て
明
ら
か
に
な
る
と
み
ら
れ
る
。

低
所
得
層
に
よ
り
高
い
負
担
と
の

批
判
相
次
ぐ

　

歳
出
計
画
に
対
し
て
、
主
要
な
経
営
者
団

体
は
い
ず
れ
も
好
意
的
な
反
応
を
示
し
て
い

る
。
財
政
赤
字
の
削
減
へ
の
政
府
の
姿
勢
や
、

成
長
支
援
の
方
向
性
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る

こ
と
な
ど
が
理
由
だ
。
ま
た
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
も
、

今
回
の
歳
出
削
減
案
を
「
断
固
と
し
た
、
必

要
か
つ
果
敢
な
」（'tough, necessary and 

courageous'

）
削
減
と
評
し
て
賞
賛
し
て

い
る
。
さ
ら
に
、
調
査
会
社Y

ougov

に
よ

　　―給付制度や公共サービスなどを対象に

Focus
イギリス政府が大規模な歳出削減策
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る
意
識
調
査
で
は
、
国
民
の
五
七
％
が
今
回

の
歳
出
削
減
案
を
支
持
し
て
い
る
と
の
結
果

が
出
て
い
る
と
い
う
。

　

し
か
し
、
戦
後
最
大
と
も
称
さ
れ
る
歳
出

削
減
に
は
批
判
の
声
も
強
い
。
政
府
は
、
歳

出
削
減
に
よ
る
負
担
増
は
高
所
得
層
ほ
ど
大

き
い
と
し
て
歳
出
計
画
の
「
公
正
さ
」
を
主

張
し
て
い
る
が
、
影
の
財
務
相
で
あ
る
労
働

党
の
ジ
ョ
ン
ソ
ン
議
員
は
、
最
貧
層
や
女
性

に
過
分
の
負
担
を
負
わ
せ
て
い
る
と
し
て
、

政
府
の
主
張
に
疑
問
を
投
げ
か
け
て
い
る
。

歳
出
削
減
は
、
経
済
的
必
要
性
で
は
な
く
イ

デ
オ
ロ
ギ
ー
に
基
づ
い
て
お
り
、
人
々
の
生

活
を
賭
け
た
向
こ
う
見
ず
な
ギ
ャ
ン
ブ
ル
だ

と
批
判
。
財
政
赤
字
の
削
減
は
必
要
だ
が
、

未
だ
景
気
回
復
が
確
実
で
は
な
い
中
で
急
激

な
歳
出
削
減
を
行
え
ば
、
短
期
的
に
は
雇
用

を
、
長
期
的
に
は
成
長
を
犠
牲
に
す
る
と
述

べ
、
代
替
策
を
と
る
よ
う
政
府
に
要
請
し
て

い
る（
７
）。

　

同
様
に
、
多
く
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
が
今
回

の
歳
出
計
画
に
批
判
的
な
立
場
を
示
し
て
い

る
。
そ
の
一
つ
、
財
政
研
究
所
（
Ｉ
Ｆ
Ｓ
）

は
、
七
〇
年
代
以
来
の
大
幅
な
給
付
削
減
な

ど
で
、
低
所
得
層
が
最
も
重
い
負
担
を
被
る

と
し
て
、
負
担
は
累
進
的
と
す
る
政
府
の
主

張
を
否
定
し
て
い
る
。
と
く
に
打
撃
を
受
け

る
の
は
、
子
供
を
持
つ
低
所
得
世
帯
で
あ
る

と
同
研
究
所
は
分
析
し
て
い
る
。

　

ま
た
公
共
政
策
研
究
所
（
Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｒ
）
は
、

多
額
か
つ
急
激
な
今
回
の
歳
出
削
減
は
景
気

回
復
に
対
す
る
リ
ス
ク
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

社
会
的
住
宅
な
ど
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
係
る
予

算
の
大
幅
な
削
減
は
、
前
政
権
か
ら
の
過
ち

で
あ
り
、
改
め
る
べ
き
と
主
張
。
ま
た
一
部

の
教
育
予
算
の
増
額
は
評
価
す
る
も
の
の
、

相
対
的
に
富
裕
な
高
齢
者
向
け
の
手
当
が
削

減
を
逃
れ
、
貧
困
層
向
け
の
就
労
税
額
控
除

や
育
児
に
対
す
る
補
助
、
若
者
向
け
の
教
育

維
持
手
当
な
ど
が
削
減
対
象
と
な
っ
て
い
る

こ
と
な
ど
を
批
判
し
て
い
る
。
財
政
改
善
策

の
七
七
％
を
歳
出
削
減
が
占
め
る
一
方
、
増

税
分
は
二
三
％
に
過
ぎ
な
い
今
回
の
歳
出
計

画
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
依
存
し
て
い
る

人
々
に
よ
り
大
き
な
負
担
を
強
い
る
と
し
て
、

政
府
が
主
張
す
る
「
公
正
さ
」
の
要
素
が
あ

る
と
す
れ
ば
、
前
政
権
が
実
施
し
た
富
裕
層

へ
の
増
税
が
継
続
し
て
い
る
点
だ
け
だ
、
と

断
じ
て
い
る
。

　

W
ork F

oundation

は
、
歳
出
計
画
が
成

長
に
着
目
し
て
い
る
点
（
科
学
予
算
の
据
え

置
き
、
低
炭
素
化
支
援
や
イ
ン
フ
ラ
投
資
予

算
の
一
部
復
活
な
ど
）
は
評
価
し
つ
つ
も
、

公
共
部
門
の
比
重
が
高
い
地
域
で
は
そ
う
し

た
成
長
は
望
め
ず
、
公
共
部
門
か
ら
削
減
さ

れ
た
人
員
を
吸
収
す
る
だ
け
の
余
力
が
民
間

部
門
に
な
い
と
し
て
、
新
た
な
地
域
間
格
差

を
生
む
可
能
性
を
指
摘
し
て
い
る
。
こ
れ
を

回
避
す
る
た
め
に
は
、
企
業
の
資
金
調
達
支

援
や
地
域
企
業
と
自
治
体
の
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
（L

ocal E
nterprise P

artnership

）

（
８
）の
強
化
、
困
難
な
地
域
か
ら
成
功
し
た

地
域
へ
の
人
の
移
動
に
対
す
る
障
壁
の
除
去

や
そ
う
し
た
地
域
間
の
連
携
促
進
な
ど
が
必

要
で
あ
る
と
提
言
し
て
い
る
。

表　給付制度等の歳出削減・歳出増案
2010年予算（110億ポンド削減） 歳出計画（70億ポンド削減）

○歳出削減

給付制度全体 2011年度以降、各種給付制度、税額控除制度およ
び公共部門の年金の給付額の引き上げ根拠を小売物
価指数から消費者物価指数に変更。14年度までに
年間58億4000万ポンド削減。

2013年から、世帯あたり給付額に上限（税引き後
の世帯あたり所得額の中央値、週500ポンドを想定）
に基づく上限を設定。14年度までに年間2億7000
万ポンド削減。

雇用・生活補助手当 * － 就業関連活動グループに対する給付を、現在の無制
限から1年間に限定。14年度までに年間20億1000
万ポンド削減。

児童給付 2011年度から3年間、給付額を凍結。14年度まで
に年間9億7500万ポンド削減。

2013年1月から、高所得税率（40%）の適用者に
対して児童給付の支払いを停止する。14年度まで
に年間25億ポンド削減。

税額控除制度全体 2011～13年度にかけて、収入要件などの見直し。
14年度までに年間21億ポンド削減。

税額控除の算定にリアルタイムの収入額データを利
用することにより、不正受給・誤給を削減。14年
度までに年間3億ポンド削減。

就労税額控除 2012年度から、50歳以上向け加算の廃止。4000
万ポンド削減。

・ 2011年4月から3年間、就労税額控除の給付額を
凍結。14年度までに年間6億2500万ポンド削減。
・ 2012年4月から、子供を持つカップルに対する就
労税額控除の資格要件を厳格化する。現在はどち
らかが16時間以上就業すれば資格を得られるが、
これを両方合わせて24時間、かつどちらかが16
時間以上就業することを要件とする。14年度まで
に年間3億9000万ポンド削減。
・ 2011年4月から、就労税額控除の一部である育児
費用補助の補助率を現行の80％から70％に引き
下げ。14年度までに年間3億8500万ポンド削減。

地方税額控除 － 支給予算額を13年度以降10％削減、同時に地方自
治体に対して制度に関する権限を委譲（方法は検討
中）。14年度までに年間4億9000万ポンド削減。

児童税額控除 2011～12年度にかけて、収入要件、支給内容の見
直し。14年度までに年間10億8000万ポンド削減。

－

住宅給付 2011～13年度にかけて、支給内容の見直し（12カ
月を超える求職者給付申請者に対する1割減額な
ど）、上限額の設定（最高で週400ポンド）など。
14年度までに年間17億6500万ポンド削減。

地方住宅手当について、25歳未満の受給者に対す
る減額措置（Shared Room Rate）を35歳未満に拡
大。14年度までに年間2億1500万ポンド削減。

障害生活手当 2013年度から、新たな診断制度の導入による要件
の厳格化。14年度までに年間10億7500万ポンド削
減。

介護施設居住者に対して、障害生活手当のうち移動
費補助部分の支給を12年度中に停止。14年度まで
に年間1億3500万ポンド削減。

その他 児童信託基金への政府補助の段階的廃止、一人親に
対する受給資格要件の厳格化など。14年度までに
年間11億4500万ポンド削減。

2011年度から4年間、年金クレジット ** の貯蓄ク
レジット部分の上限額（週あたり単身で週20.52ポ
ンド、カップルで週27.09ポンド）を凍結。14年度
までに年間3億3000万ポンド削減。

○歳出増

児童税額控除 児童要素の支給額の改定について、物価上昇率分に
上乗せ（11年度に150ポンド、12年度には60ポン
ド）。14年度までに年間19億9500万ポンドの歳出
増。

児童要素の支給額の改定について、物価上昇率分に
上乗せ（11年度に30ポンド、12年度には50ポン
ド）。14年度までに年間5億6000万ポンドの歳出増。

その他 公的年金支給額の改定基準の変更、年金クレジット
の最低所得補償額の引き上げ。14年度までに年間9
億8500万ポンドの歳出増。

・ 寒冷気候手当 *** の暫定的引き上げ（25ポンド）
を恒常化。11年度以降5000万ポンドの歳出増。

* 障害や健康問題から就労が難しい人々に対する給付制度。困難度が相対的に低い就業関連活動グループと、より困難度の高い支援
グループに分かれる。国民保険への拠出に基づく拠出制と、低所得層向けの所得調査制がある。

** 年金受給額が規定の最低所得額に達しない65歳以上層に対して支給．所得保障部分と貯蓄クレジット部分で構成。
*** 高齢者および障害者の低所得層に対して、7日間の平均気温が一定以下の場合に支給。
参考："Budget 2010"、"Spending Review 2010 press notices", HM Treasury
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海外労働事情

労
組
の
抗
議
行
動
に
は
制
限
の
可

能
性
も

　

公
共
部
門
予
算
と
そ
の
人
員
を
大
幅
に
削

減
す
る
政
府
案
に
対
し
て
、
労
働
組
合
は
ス

ト
ラ
イ
キ
や
デ
モ
な
ど
を
通
じ
て
対
抗
す
る

構
え
だ
。
イ
ギ
リ
ス
労
働
組
合
会
議
（
Ｔ
Ｕ

Ｃ
）
は
九
月
の
大
会
で
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の

削
減
に
反
対
す
る
全
国
的
な
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

を
立
ち
上
げ
、
公
共
部
門
労
働
者
の
ほ
か
、

サ
ー
ビ
ス
の
受
益
者
や
影
響
を
受
け
る
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
ど
を
巻
き
込
ん
で
デ
モ
や
そ

の
他
の
活
動
を
展
開
す
る
方
針
を
示
し
た
。

歳
出
計
画
公
表
の
前
日
に
あ
た
る
一
九
日
に

ロ
ン
ド
ン
で
実
施
し
た
抗
議
デ
モ
に
は
、
組

合
員
を
中
心
に
約
三
〇
〇
〇
人
が
参
加
、
ま

た
来
年
三
月
に
も
全
国
規
模
の
デ
モ
を
計
画

し
て
お
り
、
広
く
市
民
の
参
加
を
呼
び
か
け

て
い
る
。
す
で
に
国
内
で
は
、
今
年
度
の
予

算
削
減
の
影
響
な
ど
で
自
治
体
や
公
共
サ
ー

ビ
ス
機
関
に
お
け
る
人
員
削
減
等
の
動
き
が

始
ま
っ
て
お
り
、
一
部
は
ス
ト
ラ
イ
キ
に
発

展
し
て
い
る
。
今
後
、
こ
う
し
た
ケ
ー
ス
は

さ
ら
に
増
加
す
る
と
み
ら
れ
る
。

　

労
働
組
合
が
対
決
姿
勢
を
強
め
る
中
、
経

営
者
団
体
な
ど
か
ら
は
、
ス
ト
ラ
イ
キ
の
実

施
に
際
し
て
労
組
に
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る

手
続
き
要
件
を
厳
格
化
し
て
、
ス
ト
ラ
イ
キ

の
頻
発
を
防
止
す
る
よ
う
政
府
に
求
め
る
声

が
強
ま
っ
て
い
る
。
現
在
、
労
働
組
合
が
ス

ト
ラ
イ
キ
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
組
合
員

に
よ
る
投
票
に
よ
り
投
票
数
の
過
半
数
の
賛

成
票
を
得
る
必
要
が
あ
る
が
、
投
票
に
参
加

し
た
組
合
員
数
に
関
す
る
条
件
は
設
け
ら
れ

て
い
な
い
。
実
際
に
は
投
票
率
が
低
い
場
合

も
多
い
こ
と
か
ら
、
組
合
員
全
体
の
意
見
を

反
映
し
て
い
な
い
と
の
批
判
が
以
前
か
ら
な

さ
れ
て
い
た
。

　

経
営
者
団
体
の
イ
ギ
リ
ス
産
業
連
盟
（
Ｃ

Ｂ
Ｉ
）
は
、
組
合
員
全
体
の
四
〇
％
の
賛
成

票
を
ス
ト
実
施
の
条
件
に
す
べ
き
で
あ
る
と

し
て
い
る
。
ま
た
併
せ
て
、
ス
ト
ラ
イ
キ
中

の
代
替
要
員
と
し
て
派
遣
労
働
者
の
利
用
を

認
め
る
よ
う
政
府
に
求
め
て
い
る
。
ま
た
現

在
、
人
員
整
理
を
め
ぐ
っ
て
地
下
鉄
労
働
者

に
よ
る
ス
ト
に
直
面
し
て
い
る
ジ
ョ
ン
ソ

ン
・
ロ
ン
ド
ン
市
長
も
、
投
票
自
体
の
有
効

性
の
担
保
と
し
て
、
投
票
参
加
者
が
五
〇
％

を
超
え
る
こ
と
を
条
件
と
す
る
よ
う
法
改
正

を
す
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
て
い
る
。
保
守
系

シ
ン
ク
タ
ン
ク
のP

olicy E
xchange

は
、

現
状
の
労
使
間
の
力
の
バ
ラ
ン
ス
は
労
組
側

に
偏
り
す
ぎ
で
あ
り
、
是
正
が
必
要
で
あ
る

と
主
張
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
ス
ト
手

続
き
の
厳
格
化
の
ほ
か
、
政
府
か
ら
の
補
助

の
撤
廃
、
政
党
へ
の
寄
付
に
係
る
制
限
、

チ
ェ
ッ
ク
オ
フ
の
廃
止
な
ど
の
実
施
を
提
言

し
て
い
る
。
な
お
現
地
報
道
は
、
政
府
内
部

で
も
す
で
に
七
月
に
は
ス
ト
手
続
き
に
係
る

制
約
の
強
化
が
非
公
式
に
検
討
さ
れ
た
と
伝

え
て
い
る
が
、
政
府
は
目
下
の
と
こ
ろ
公
式

な
方
針
は
示
し
て
い
な
い
。

　

ス
ト
実
施
に
よ
り
強
い
制
約
を
求
め
る
こ

う
し
た
意
見
に
対
し
て
、
Ｔ
Ｕ
Ｃ
の
バ
ー

バ
ー
書
記
長
は
、
労
働
に
お
け
る
基
本
権
の

侵
害
で
あ
り
時
代
錯
誤
で
あ
る
と
非
難
。
ど

の
政
府
で
も
、
市
民
的
自
由
を
尊
重
す
る
な

ら
ば
こ
の
よ
う
な
内
容
に
賛
同
す
る
は
ず
が

な
い
、
と
政
府
を
牽
制
し
て
い
る
。
ま
た
、

す
で
に
イ
ギ
リ
ス
は
先
進
国
で
も
類
の
な
い

厳
し
い
条
件
を
ス
ト
実
施
に
対
し
て
課
し
て

お
り
、
一
層
の
厳
格
化
は
む
し
ろ
解
決
の
よ

り
困
難
な
非
公
認
ス
ト
の
頻
発
を
招
く
だ
ろ

う
と
述
べ
て
い
る
。
ま
た
、
労
務
管
理
の
専

門
団
体
で
あ
る
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
は
、
す
で
に
雇
用

や
賃
金
、
年
金
な
ど
で
重
荷
を
負
わ
さ
れ
て

い
る
公
共
部
門
労
働
者
を
さ
ら
に
刺
激
す
る

と
し
て
こ
う
し
た
制
度
変
更
に
反
対
し
て
い

る（
９
）。

　

さ
ら
に
政
府
は
現
在
、
公
共
部
門
の
整
理

解
雇
手
当
の
削
減
に
向
け
て
議
会
で
法
案
を

審
議
中
だ
。
た
だ
し
、
同
様
の
方
策
は
す
で

に
前
労
働
党
政
権
が
導
入
を
試
み
た
が（
10
）、

公
共
部
門
労
組
の
Ｐ
Ｃ
Ｓ
（P

ublic and 
C
om
m
ercial S

ervice U
nion

）
が
こ
れ
を

違
法
と
し
て
司
法
審
査
を
申
し
立
て
、
高
等

法
院
が
こ
の
五
月
に
申
し
立
て
を
認
め
た
た

め
に
失
敗
し
て
い
る
。
Ｐ
Ｃ
Ｓ
は
今
回
の
法

案
に
対
し
て
も
同
様
の
対
応
を
行
う
方
針
だ
。

〔
注
〕

１
．
政
府
は
予
算
案
の
中
で
、
一
四
年
度
ま
で
に
年
間
八

三
〇
億
ポ
ン
ド
の
歳
出
削
減
と
、
付
加
価
値
税
率
の
二

〇
％
へ
の
引
き
上
げ
な
ど
二
九
〇
億
ポ
ン
ド
の
増
税
を

実
施
す
る
方
針
を
示
し
て
い
た
。
今
回
の
歳
出
計
画
は

基
本
的
に
こ
れ
を
踏
襲
し
つ
つ
、
八
三
〇
億
ポ
ン
ド
の

節
約
分
か
ら
二
〇
億
ポ
ン
ド
強
を
経
済
的
価
値
の
高
い

イ
ン
フ
ラ
整
備
へ
の
予
算
に
充
て
る
と
し
て
、
削
減
額

は
八
一
〇
億
ポ
ン
ド
と
な
っ
た
。
六
月
時
点
で
示
さ
れ

て
い
た
削
減
案
は
、
給
付
制
度
支
出
の
削
減
（
年
間
一

一
〇
億
ポ
ン
ド
減
）
の
ほ
か
、
業
務
経
費
の
削
減
（
同

六
〇
億
ポ
ン
ド
減
）
や
公
共
部
門
に
お
け
る
一
一
年
度

か
ら
二
年
間
の
賃
上
げ
停
止
（
同
三
三
億
ポ
ン
ド
減
）

な
ど
で
、
一
四
年
度
ま
で
に
年
間
三
〇
〇
億
ポ
ン
ド
。

２
．
四
〇
％
。
対
象
と
な
る
所
得
水
準
は
一
〇
年
度
ベ
ー

ス
で
年
間
三
万
七
四
〇
一
ポ
ン
ド
〜
一
五
万
ポ
ン
ド
。

な
お
今
年
度
か
ら
、
一
五
万
ポ
ン
ド
を
超
え
る
所
得
に

対
し
て
新
た
に
五
〇
％
の
最
高
税
率
が
設
け
ら
れ
た
。

３
．
政
府
は
制
度
改
正
の
検
討
を
、
過
去
に
雇
用
年
金
相

も
務
め
た
ハ
ッ
ト
ン
労
働
党
議
員
に
よ
る
公
共
部
門
年

金
委
員
会
に
諮
問
。
一
〇
月
に
公
表
さ
れ
た
中
間
報
告

は
、
拠
出
額
の
引
き
上
げ
、
給
付
額
の
抑
制
、
よ
り
長

期
の
就
業
な
ど
を
答
申
し
て
い
る
。

４
．
イ
ギ
リ
ス
の
予
算
は
、
社
会
保
障
費
な
ど
法
的
に
支

出
が
義
務
付
け
ら
れ
た
予
算
（A

nnually M
anaged 

E
xpenditure

）
と
、
各
省
庁
別
に
割
り
当
て
ら
れ
た

予
算
（D

epartm
ental E

xpenditure L
im
it

）
に
大

き
く
分
か
れ
る
。
一
〇
年
度
予
算
六
九
六
八
億
ポ
ン
ド

の
う
ち
、
省
庁
向
け
予
算
額
は
五
割
弱
の
三
二
六
六
億

ポ
ン
ド
。

５
．
現
地
報
道
に
よ
れ
ば
、
約
五
〇
％
減
。
た
だ
し
政
府

は
、
社
会
的
住
宅
の
供
給
自
体
は
四
年
間
で
一
五
万
戸

分
増
加
さ
せ
る
と
し
て
い
る
。
新
規
入
居
者
に
対
し
て

現
在
よ
り
高
い
賃
料
の
設
定
を
認
め
る
こ
と
な
ど
で
、

民
間
か
ら
の
供
給
増
加
を
見
込
ん
で
い
る
と
い
う
。

６
．
財
務
省
の
予
算
策
定
の
た
め
、
財
政
・
経
済
分
析
を

行
う
目
的
で
連
立
政
権
が
新
設
し
た
予
算
責
任
局

（O
ffi  ce for B

udget R
esponsibility

）
の
六
月
時
点

の
推
計
に
よ
る
。
今
回
の
歳
出
計
画
の
内
容
を
う
け
て
、

一
一
月
末
に
は
再
推
計
の
結
果
が
示
さ
れ
る
予
定
。
な

お
、
Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
は
、
公
共
部
門
の
人
員
削
減
に
関
す
る

政
府
の
見
通
し
は
推
計
を
超
え
て
、
一
五
年
度
に
は
七

二
万
五
〇
〇
〇
人
と
み
て
い
る
。

７
．
な
お
現
在
、
住
宅
給
付
の
上
限
額
の
設
定
は
都
市
部

か
ら
の
低
所
得
層
（
特
に
移
民
層
）
の
「
浄
化
」
で
あ

る
と
す
る
労
働
党
議
員
の
主
張
が
議
論
を
呼
ん
で
い
る
。

ま
た
自
由
民
主
党
の
複
数
の
議
員
も
、
長
期
失
業
者
に

対
す
る
減
額
や
上
限
額
の
設
定
、
民
間
供
給
分
に
つ
い

て
地
域
相
場
に
合
わ
せ
た
よ
り
高
い
賃
料
の
設
定
を
認

め
る
制
度
改
正
に
異
議
を
唱
え
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し

て
、
自
由
民
主
党
党
首
の
ク
レ
ッ
グ
副
首
相
は
、
働
い

て
い
る
人
々
で
す
ら
都
市
部
で
住
居
を
確
保
す
る
の
は

難
し
く
、
受
給
者
が
給
付
に
よ
っ
て
そ
れ
を
得
ら
れ
る

の
は
お
か
し
い
と
し
て
、
撤
回
を
拒
否
し
て
い
る
。

８
．
従
来
の
地
域
開
発
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
（R

egional 
D
evelopm

ent A
gencies

）
を
中
心
と
す
る
経
済
開
発

に
代
わ
っ
て
新
た
に
導
入
さ
れ
る
、
地
方
企
業
と
自
治

体
に
よ
る
地
域
開
発
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
。

９
．
た
だ
し
、Ｃ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
も
八
月
に
は
、重
要
な
公
共
サ
ー

ビ
ス
に
つ
い
て
ス
ト
ラ
イ
キ
を
禁
止
す
る
よ
う
政
府
に

呼
び
か
け
て
い
た
。

10
．
年
間
の
給
与
額
が
二
万
五
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
を
超
え
る

中
央
省
庁
の
被
用
者
に
つ
い
て
、
勤
続
期
間
二
〇
年
超

の
場
合
に
は
三
年
分
の
給
与
相
当
額
が
整
理
解
雇
手
当

と
し
て
支
払
わ
れ
る
が
、
こ
れ
を
一
〇
年
四
月
か
ら
二

年
に
変
更
し
よ
う
と
し
た
も
の
。
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